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議案３ 

2020(令和２)年度 事業計画案（変更） 

 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、当協議会の 2020(令和２)年度事業計画を次

のとおり変更する。 

 

※（ ）は当初予算額 

〔事業費〕 17,482 千円（18,266千円） 

 

１ 総会 180 千円（391千円） 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、長崎市(長崎県)での開催を予定し

ていた総会を中止し、書面により役員に可否を求め、決議に代えることとする。 

   総会決議文については、このたびの新型コロナウイルス感染拡大により、各国で非

常事態宣言が発令されている状況を鑑み、収束後に書面にて役員に諮り、発出するこ

ととする。 

(1) 予算・決算等の決議 

  ア 日 程  令和２年６月１日までに書面にて承認予定 

  イ 内 容 

   (ｱ) 2019（令和元）年度 事業報告・収支決算・会計監査報告 

   (ｲ) 2020（令和２）年度 事業計画案・収支予算案・役員体制案 

   (ｳ) その他 

(2) 総会決議文の作成 

    日 程  令和２年 10月頃 

 

２ 役員会   1,660 千円（3,033千円） 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、４月 10日（金）に予定していた会

計監査を中止し、書面による監査に代えることとする。また、６月１日（月）に開

催を予定していた役員会を中止する。 

なお、令和３年２月の役員会については、高山市(岐阜県)で開催する。 

(1) 会計監査(2020（令和元）年度分) 

令和２年５月２２日（金）までに書面にて承認予定 

(2) 役員会 

ア 日 程  令和３年２月５日(金) 

イ 場 所  高山市(岐阜県) 

  ※６月１日（月）開催予定の役員会は中止する。 
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３ 研修会 1,777千円（654千円） 

核兵器廃絶や平和活動に関する講演、会員自治体の平和事業の実施状況の発表な

どを行うことで、会員自治体における平和意識の醸成とスキルの向上を図る。 

また、非核協ホームページでの基調講演の動画配信及び会員自治体への資料配布

を行う。 

(1) 研修会 

ア 日 程  令和３年２月５日(金) 

イ 場 所  高山市(岐阜県) 

※６月１日(月)開催予定の研修会は中止し、代替案として(2)動画配信を行う。 

 

(2) 動画配信 

  ア 内 容  被爆証言、若者による平和活動等 

  イ 時 期  ８月頃を予定 

 

 

４ 調査研究事業  750 千円（750千円） 

   変更なし 

 

５ 親子記者事業  2,300千円（2,300 千円） 

   変更なし 

 

６ 原爆展事業 250 千円（250千円） 

  変更なし 

 

７ 平和発信事業 228 千円（228千円） 

   変更なし 

 

８ 平和啓発事業 1,900千円（1,900 千円） 

変更なし 

 

９ 各種会議への支援事業 0 千円（1,560千円） 

   新型コロナウイルスの感染拡大により、今年度の平和首長会議総会の開催が延期

されたことに伴い、会員自治体への同会議参加負担金補助を中止する。 
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10 被爆 75周年記念事業 8,437千円（7,200 千円） 

(1) 核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議への代表団派遣 

新型コロナウイルスの感染拡大により、2020年４月開催予定の核不拡散条約（Ｎ

ＰＴ）再検討会議が延期されたことに伴い、４月の代表団派遣を中止し、2021 年

４月までに開催予定の同会議へ代表団を派遣することとする。 

ア 代 表 団    ３自治体 

※各自治体随行職員 1人、事務局員２人含む 

イ 派 遣 期 間  未定 

ウ 派 遣 先  米国、ニューヨーク 

エ 費   用  7,200千円 

オ 費 用 内 容  自治体首長、随行者及び事務局の渡航費用（国内移動費含む） 

他のＮＧＯとの共同活動にかかる経費の一部負担 など 

 

 【参考】過去の代表団派遣実績 

開催年 詳細 

2005年 
（平成 17年） 

期間：2005（平成 17）年４月 30日（土）～５月６日（金） 
派遣先：米国、ニューヨーク 
派遣自治体：廿日市市、枚方市、藤沢市 

2010年 
（平成 22年） 

期間：2010（平成 22）年５月１日（土）～５月９日（日） 
派遣先：米国、ニューヨーク 
派遣自治体：藤沢市、枚方市 

2015年 
（平成 27年） 

期間：2015（平成 27）年４月 25日（土）～５月２日（土） 
派遣先：米国、ニューヨーク 
派遣自治体：藤沢市 

 

(2) 被爆 75周年記念冊子の作成 

原爆投下及び終戦から 75 年を迎え、戦争体験を次世代へ継承する必要性がます

ます高まる中、各自治体の戦争の記憶を再確認し、記録として残すとともに、次世

代へ継承するため、全会員自治体の戦争体験をまとめた冊子を作成する。 

    作成した冊子については、多くの会員自治体住民に読んでもらうため、平和担当

部署のほか、図書館にも配布する。 

ア 内 容  自治体の紹介、戦争の記憶、特別寄稿等 

イ 発 刊 時 期  11～12月頃を予定 

 ウ 対 象  会員自治体 

 

 

〔事務経費〕  3,151千円（3,151 千円） 

変更なし。 

 

〔予備費〕 42千円（58千円） 

 

支出予算合計額 20,675 千円（21,475千円） 
 


